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研究成果の概要：

北海道礼文島の絶滅危惧種であるレブンアツモリソウの保全に対する、利害関係者（関係主

体）の保全に対する認識や意向を明らかにするとともに、絶滅危惧種の保全に向けた社会ネッ

トワークが現在どのような状況にあり、どのような問題があるのかを明らかにし、将来の保全

枠組みに対する提言を行った。

交付額
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2007 年度 700,000 0 700,000
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総 計 1,200,000 150,000 1,350,000

研究分野：複合新領域
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キーワード：環境と社会

１．研究開始当初の背景
本研究の事例地である礼文島では、固有種
のレブンアツモリソウが盗掘などにより絶
滅の危機に瀕している（絶滅危惧種 IB 類）。
保全地域では厳重な対策が実施されている
が、費用や人員面で大きな負担が生じている。
一方、現在の保全枠組では、地域住民の自主
的な保全への参加機会が奪われており、日常
的に保全を担える地域住民の協力を仰ぐこ
とのできない状況にある。地域住民の協力を
仰ぎ、費用や人員面での負担を軽減できるよ
うな、新しいレブンアツモリソウの保全枠組
の構築が求められている。

２．研究の目的
地域住民を巻き込んだ協働による絶滅危
惧種の保全を確立するには、保全に対する関
係主体の認識や意向を明らかにすること、そ
の上で、関係主体（行政機関・研究者・地域
住民・NPO など）がお互いの存在を認識して、
対策を立案・実施するためのネットワークを
構築することが不可欠である。本研究の目的
は、レブンアツモリソウの保全に対する関係
主体の意向を明らかにするとともに、社会ネ
ットワーク分析を適用し、関係主体間の関係
を定量的に把握することにある。
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表１ 販売する場所に対する評価（現地調査）

販売場所に対する回答 人数

株を販売することは望ましくない 261

礼文島内でのみ株を販売する

ことは望ましい

92

礼文島外でも株を販売することは

望ましい

63

わからない 63

３．研究の方法
関係主体の認識や意向、社会ネットワーク
分析に用いる情報については、聞き取り調査
およびアンケート調査によって聴取した。社
会ネットワーク分析は、情報収集や意志決定
など、様々なレベルにおける関係の有無とそ
の強さを定量化することができる手法で、企
業従業員のネットワーク形成などに利用さ
れてきたが、自然資源管理において応用され
ることはこれまでほとんどなかった。

４．研究成果
はじめに、関係主体の認識を明らかにする
と同時に、礼文島への訪問者や潜在的な訪問
者である一般市民に対する調査を実施し、レ
ブンアツモリソウの保全に対する認識や意
向を明らかにした。レブンアツモリソウの保
全をめぐっては、盗掘圧の減少を目的とした
人工培養株の商業的販売が施策の一つとし
て議論されていることから、この点に注目を
あてて調査を実施した。ここでは訪問者と一
般市民に対する調査結果を詳しく示したい。

・現地アンケートの結果
礼文島現地におけるアンケート調査は、鉄
府レブンアツモリソウ群生地の解放時期に
行った。現地の監視員が訪問者に合計 1,000
通のアンケートを手渡し、郵送にて回収した。
最終的に 505 名からの返送があった（回答率
50.5％）。
選択肢として提示した保全対策に対する
評価は図 1のとおりである。この結果は、過
去と比較して盗掘が減少したことを説明し
た上で、項目に挙げた保全対策が必要かどう
かを 5段階のリッカートスケールでたずねた
ものである（分からないという回答を除いた
有効回答数は各々433 名、432 名、466 名）。
図 1から、広報活動や培養株の植え戻しに
は、多くの訪問者が賛同しているのに対し、
商業的販売には多くの訪問者が反対してい

ることが分かる。さらに、「レブンアツモリ
ソウを見てみたかったから」を第一目的とし
て挙げている 221 名の訪問者と、それ以外の
訪問者にサンプルを分割して、「全く望まし
くない」あるいは「あまり望ましくない」と
回答した回答者を 1としたダミー変数を作成
し、認識の違いについてχ2検定を実施した。
その結果、前者の方がより商業的販売を望
ましくないと評価していることも明らかと
なった（有効回答数 423 名・p < 0.05）。よ
り商業的販売を望ましくない理由は不明で
あるが、レブンアツモリソウを見ることを訪
問目的としている訪問者は、植物に対する意
識が高い訪問者と想定されるので、人間の都
合で販売されることに対する情緒的な反感
や不安感が反映されていると想像すること
ができる。一方、レブンアツモリソウがどこ
でも見られるようになることで、レブンアツ
モリソウを見ることを訪問目的としている
回答者の中には、今回の訪問の意味が失われ
てしまうと解釈する回答者もいると想像さ
れる。そのような文脈で、否定的な回答をし
たとも解釈できるかもしれない。
一方で、商業的販売を行うならばどこで行
うべきかをたずねたところ、表 1のような結
果となった。先ほど同様に販売することは望
ましくないという回答が 261 名と半数以上を
占めたが、礼文島内でのみ株を販売すること
は望ましいという回答も 92 名（18.2％）か
ら聞かれた（有効回答数 479 名）。
以上のように、礼文島への訪問者はレブン
アツモリソウの商業的販売に対して概ね否
定的であり、礼文島内で限定的に販売される
ならば望ましいという訪問者が一部存在す
るに過ぎなかった。

・首都圏住民に対する Web 調査の結果
一般市民に対する Web調査は首都圏住民を
対象に実施した。年齢別による層化抽出法に
よってサンプリングされた 6,000名のモニタ
ー登録者に、アンケート調査依頼のメールを
配信した（サンプリングは調査会社に依頼し
ている）。最終的に 2,104 名から回答があっ
た（回答率 35.1％）。

図 1 保全対策への評価（現地調査）



Web 調査では礼文島への訪問経験は直接た
ずねずに、利尻礼文サロベツ国立公園全体の
訪問経験をたずねた。訪問経験のある回答者
は 15.1％であった。
また、レブンアツモリソウという言葉を知
っている回答者は 18.6％であった。保全対策
に対する評価は図 2の通りである。一見して
明らかなように、現地調査では商業的販売に
は否定的な回答が目立っていたのに対し、
Web 調査では、望ましいと答える回答者が多
いことが分かる。この結果は一般市民という
多様な意識を持った回答者に対するものな
ので（現地調査と異なり、恐らく関心の低い
回答者なども含まれる）、グループ分けを行
うことで内容の精査を試みた。
グループ分けは、Web 調査の質問項目とし
て聴取した、回答者の自然環境に対する認識
や態度、社会経済的な属性変数に因子分析を
適用し、バリマックス回転後の因子得点にク
ラスター分析を適用することで行った。これ
により回答者を 1,741人の回答者からなるグ
ループⅠと 275人からなるグループⅡの二つ
に分けることができた（有効回答数 2,016名）。
結果を端的に表現すると、グループⅠはグル
ープⅡと比較して、知識や自然地域の管理に
対する態度、行動の点で、自然環境に対する
親和性が高いグループである。
それぞれのグループについて、レブンアツ
モリソウの保全対策への評価がどのように
異なるのかを明らかにするため、先ほどと同
様の手順でχ2 検定を実施した。分析の結果
は表 2に示す通りである。グループ間には評
価の差が存在し、自然環境に対して親和性の
高いグループが、より対策を望む傾向がある
ことが明らかとなった。しかしながら、商業
的販売に対してだけは評価の差が存在しな
かった。これは三つのグループ分けを想定し
ても同様の結果であった。つまり、回答者の
自然環境に対する認識や態度、社会経済的な
属性から回答者を分類しても、それぞれのグ
ループに商業的販売への賛成者は均等に含
まれていた。

・考察
これまでの結果をまとめると以下の通り
となる。礼文島への訪問者の商業的販売に対
する認識は概ね否定的であった。特にレブン
アツモリソウを見ることを礼文島訪問の第
一目的としている訪問者ほど否定的である
ことが明らかとなった。ただし、礼文島内で
限定的に販売されるならば望ましいという
認識も一部存在した。一般市民の認識はこれ
らとは異なり、望ましいという評価も多く存
在した。ただし、グループ分けを行い内容の
精査を行ったところ、商業的販売以外の保全
対策には、自然環境に対する認識などが高ま
ると、より手厚い対策を行うべきと回答する
傾向があるのに対し、商業的販売にだけはそ
の傾向が見られなかった。これらを踏まえる
と、次の二つの点を指摘できるだろう。
一つは、礼文島の地域住民と訪問者はとも
に商業的販売に否定的であり、現時点で支持
を得ることは難しいことである。確かに一般
市民の中には、それを望ましいとする評価も
あるが、実際に訪れている訪問者の評価が低
いという事実は、訪問者数減少の危険性を考
えると、より重く扱わざるを得ない。また現
場の利害関係者である地域住民の間に軋轢
を生じさせては、結果的にうまく機能しない
ことになるだろう。
もう一点は、商業的販売は特殊な保全対策
であり、その導入には慎重を期す必要がある
ということである。一般市民に対する調査結
果を見る限り、商業的販売は自然環境に対す
る認識や態度とは関係なく評価されている。
そのような関係性がないということは、自然
環境の中で育つ自生種と園芸品種にどこで
線を引くのか、あるいは自生種の園芸品種化
はどこまで許容されるのかといった、自然環
境の保全や園芸文化の根幹に関わる事柄に

表２ グループ間の保全対策に関する評価の違い 

販売場所に対する回答 χ2値

想定したグループ数 2 3

生息地のパトロールを強化 44.3** 49.2**

盗掘防止のための処罰を強化 22.0** 31.7**

人工的にレブンアツモリソウ

を育て、自然に戻す

19.3** 44.8**

人工的に培養した株を園芸店

などで販売し、誰でも買える

ようにする

2.32 3.86 

レブンアツモリソウの保全に

ついての広報活動をより

積極的に行う

51.7** 68.9**

** p < 0.05 

図 2 保全対策への評価（Web 調査）



ついて、一般市民は判断基準を持っていない、
あるいはそれらが醸成されていないと考え
ることができる。もしそうであるならば、判
断基準を形作るための時間が必要である。つ
まり、導入するにしてもしないにしても、商
業的販売という保全対策に関する学習と議
論の時間が必要であろう。上記内容は下記文
献に庄子・八巻・愛甲（2008）に基づくもの
である。

・社会ネットワーク分析について
社会ネットワーク分析による結果から、レ
ブンアツモリソウの保全ネットワークは、カ
リスマを持ったキーパーソンが存在するよ
うな一点集中型のネットワークではなく、キ
ーパーソンが様々な分野に存在するネット
ワークであることが明らかとなった。
ネットワークの問題点の一つは、観光関係
者とのつながりが薄いことであり、レブンア
ツモリソウの新しい保全枠組みには観光関
係者の参加を促すことが課題であることが
明らかとなった。また、現状ネットワーク構
造と、保全に関係する公的な各種の会議（レ
ブンアツモリソウ保護増殖分科会やレブン
アツモリソウ保護増殖事業者連絡会議）の参
加者との関係性を調べたところ、地元で活動
する有力なキーパーソンが、公的な会議の参
加者には含まれていないことが明らかとな
り、公的な保全枠組みにも改善が必要とされ
ることが明らかとなった。これらの結果につ
いては、今後整理して公表する予定である。
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